
意見書第７号 

 

「医療提供体制の在り方」に関する意見書 

 

我が国では、医療法に基づき都道府県ごとに医療圏が設定され、都道府県間の格差が生

じない医療提供体制が設計されてきました。 

しかし、専門性の高い医療や高度医療の提供においては、医療資源の偏在や医師の専門

領域の不足等により、自治体ごとに対応可能な領域に差が生じています。 

近隣府県での治療を受ける事例も多く、住民の医療アクセス確保の観点から、従来の枠

組みでは十分に対応できない状況が生じています。 

また、人口減少や医療人材の高齢化・偏在が進む中、将来的に受入困難事例が増加する

ことが懸念されます。 

救急医療や災害医療、先進医療の提供においても、自治体単位で全てを整備することは

困難であり、広域的な資源集約と機能分担が不可欠です。 

なお、関西広域連合では、府県を超えた広域医療圏として、「４次医療圏」を提唱して

おり、医療資源の有機的な連携を図っています。 

関西広域連合議会においても、国に対し医療法改正を含む制度的見直しを働きかけるべ

きとの答弁があり、広域的な医療提供体制の再構築は全国的な課題であるとの認識が示さ

れています。 

ついては、住民の安心・安全な医療アクセスを確保する観点から、国において次の事項

を早急に実現されるよう強く要望するものです。 

 

記 

 

１ 自治体間の患者流出入の実態を踏まえ、救急医療・高度医療・専門医療分野におけ

る拠点病院の明確化と機能分担を可能とする法的枠組みについて、地方における高

度医療機能の維持・専門医確保に配慮しつつ早期に方針を示すこと。 

２ ドクターヘリや救急搬送ネットワーク、災害時の医療連携体制について、自治体の

枠を越えた運用ルールと財政的支援を明確にし、共同訓練・共同運用のための予算

を確保すること。 

３ 患者の自治体間移動や受診行動の実態を把握するため、個人番号と紐づいたデータ

基盤整備を国が主導し、医療機関ごとの診療情報を効率的に共有できるシステムを

構築すること。これにより、広域医療圏の実現に向けた政策立案に資するエビデン

スを確立すること。 

４ 将来的な広域医療圏の検討を進めるとともに、段階的な試行・評価を行うモデル事

業を支援し、課題の抽出と全国展開に向けた知見の蓄積を図ること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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